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3.5.1 インフラ会計情報 .
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































減価償却会計 必要 ○ × 把握不能
更新会計 必要無 O × 事後に可能
繰延維持
竢C会計











































































































































































































































































推計 対象 推計法 減耗・除却関数 耐用 記事
期間 （地域・種別） 年数
内閣府（2002）［26］ 1990一公的固定資産 PI 不明 不明
内閣府（2001）［27］ 1953一主要20部門 PI，　BY，　PSSudden－Death部門毎 税法上の減
1998 価償却期間
土居（2002）［281 1955一都道府県別 BY ガンマ分布（45年後 30 JR，　NTTはイ
1998総インフラ 残価率10％） ンフラ資産
遠藤（2002）［29］ 1975一都道府県別 BY ガンマ分布（残価 目的別 JR，　NTTは民1998総インフラ 率は平均耐用年数 16－47 間資本ストソク
1．5倍時点で10％）
田中（2001）［30］ 1995．中央・地方政 PI Straight－Line47
1996府別道路ストック Geometric
有料道路除外 Sudden－Death
赤井他（2001）［31］ 1985一中央・地方政 PI Staright－Line47
1998府道路ストック Sudden－Death
有料道路除外
建設省（2000）［32］ 1965一水戸，茨城 PI（県） ガンマ分布（耐用年 部門毎 税法上の減価
1995全国 BY（市，国） 数時残価率10％） 償却期間
主要15部門 PS
石川（2000）［33］ 1974一都道府県別 BY 建物等の減耗のみ考 不明 一般政府資
1997総インフラ 慮（道路等公共物資 本ストック
産は対象外）
浅子他（1994）［37］ 1975一都道府県別 BY ガンマ分布（45年度 30
1988総インフラ 残価率10％）
電中研（1985）［36］ 1970一都道府県別 BY，改良PIガンマ分布（40年後 25
1982主要4部門 残価率10％）
EBA（2002）［19］ 1925一米国（連邦，州％tal） PI Geometric 60
20016区分
Kune＆ 1960一フランス PI Geometric 36－45
Mulder（2002）［20］1996交通インフラ
Fraumeni 1921一米国 PI Geometric 20－80構造部位毎
（1999）［49］ 1995道路（3）区分 の耐用年数
Bel1＆McGuire1931一米国48州 PI 9Hyperbolic14－80構造部位毎
（1997）［50］ 1986高速道路 Winfrey の耐用年数
Richardson 1961一カナダ PI Straight－Line60
（1996）［40］ 1993高速道路 Hyperbolic
Holtz－Eakin 1960一米国各州 PI Geometric 60
（1991，1993）［41］ 1988Tbta1
Munnell 1969一米国48州 PI Straight－Line60
（1990）［42］ 1988Total Winfrey
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































種類 わが国での R7王 t 三井 .太田 t201における分頬 米統計局 t161 Aschauerlllの定義政府 公 ､ 民間 生活 交通 匡事土 農林 その コア の社会資本
企業 企業 環境 通信 保全 漁業 他 M 分 類 コアA
ab 道路港湾 .航路 ○ ○ ○ (⊃ ○ 〇 ⊂) 〇 ○ ○ ○
Cd 航空鉄道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ (⊃
e∫g 地下鉄電気通信公共賃貸住宅 ○ ○ ○ ○ (⊃ ○
h1Jk 下水道廃棄物処理水道都市ノ＼ 〇 〇 ○ 〇 ○ 〇 〇
l ム園文教施設厚生福祉 壬 ○ ○ ○ ○ ○
mn0pqrStuV 施設治水山海岸農林漁業郵便国有林工業用水道電気 〇 〇 ○ 〇(⊃○ 〇




























































































































































t.S. 1949-73 0.06(+) 0.22 C total857 393 6ll * cACOre
tちS 1949-8956 460 00.2385 国で有青 0.0931 C total1
t 1956-89 ケ､0.25(+) 0.38 C* total
0.170(+) 0.404 C cM






































































文 献 特定化 対策地域 data 年次 費用 (利潤 )ー弾力値 代替弾力値 タイ7 規模労働刀 貸本
Demo(1991)【41】B d 199142 (t)tloglf 米 SMSAS d pa(p) 1970-786 8 0.08-0.5*1 0.1-OA短期的 -0.ll-(-0ー4) a,h,j C
ernt( )【 ]Lynde(1992)t39]S t`(193)[41 vcrtlog1 Wee°米国西 ドイツ t.sS(C) 19 -588970 unCearcostsaving il (+)0.45-0.4900 -0.71-(-0.90)003 04 COretotal ×C
elZNadiri(1994)[40】 gcd 米国 pOa(C) 1956-86 COSSaVlng-0.05-ト0.21) 0-1.4 -0.02-(-1.4) atotal Ⅰ
三井 (1994)【34】 tlog 日本 pO(C) 1966-84 0.25 0.05-0.32 0.22-0.49 total C
























































































中 11(L) 中 12(L)
zt I l中 21(L) 中 22(L) ] (:t)+ ( ;:t) (4･3･10,



































































































































































































文 献 対象地域 期間 7 タイプ
Barro(1989)[861 72国 1960-85 (+) total
Barro(1991)[781 76国 1960-85 (-) total
Easterly(1993)[87] 約 100国 1970-88 (+)口 αtotal
Crihfield(1995)[88] 米国 市 1960-77 (-) b
H.-Eakin(199鞘89】 285都米国州 197 1-86 ト)+/- Ctotal
Mas(1995)[90] スペイン 1955-91 0.0043(+) total



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を設定する･ただし,i- (El,･･･,Es)I,Osは S次の0要素列ベクトル,i≠O,Osは論理式 (El≠
Oor･-orEs≠0)を意味する･また,要素スピルオーバー効果に関しては























轟 *)である.検定統計量m f,m Tはそれぞれ漸近的に自由度S･3のx2分布に従う･有意水勘
に対して巧 -1-(1-*)S･函 -1-(1-*)3を定義する[47ト この晩 m E≧x少e(S)･m T≧叫 (3)
であれば,有意水準ゆで多重仮説(5A.34),(5A.35)を棄却できる.最後に,｢2種類のスピルオーバー効
果が同時に存在するか｣というスピルオーバー効果全体に対する仮説検定を行うために,結合仮説











































































































































定数 0.198 0.206 0.129
βo (1･93) (1･74) (1.03)
労働力 0.699H o.652** 0.617**
β1 (6･52) (5･32) (4.24)
民間資本 0.301* 0.348* 0.383* *
β2 (2･80) (2.84) (2.63)
社会資本 0.104 0.123 0.059
β3 (1･43) (1･53) (0.73)
EI 0.439 0.443 0.250
(1177) (1･64) (0.88)
E2 0.47 1 ★ 0.402 0.284
(2･28) (1･89) (1･25)
E3 0.242 10,001 0,031
(0･56) (0･00) (0.06)
¢ 0.156 0.193 0.207
(1･07) (1･27) (1.29)
0,996 0.997 0.997
Moran'sJ -0.314 -0.250 0.885


















































































































































































































































[37]経済企画庁総合計画局 :日本の社会資本,21世紀-のス トック,東洋経済新報社 1998･








































































































































































































































































































固定資産 S, 繰延更新引当金 ｣.-C】
資本の部
収益の部
































































































理報告書 [36日37]には,平成 10年度から平成 12年度にわたって実施された路面性状調査結果と,それに


















































コー ド番号 路面種別 最新修繕日 修繕工法 経過年数 交通量観測日 交通量 大型車交通量
4186 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 1435
4187 AS 平成5年 ト2-1 5年 平成 11年 66006 1435
4188 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 6855
4189 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成11年 66006 6855
注)コー ド番号は対象とする路線 ･区間番号,路面種別はアスファル ト舗装(AS),アスファル トコンクリー ト
舗装 (AC),コンクリー ト舗装 (CO)に区分される･修繕工法の区分は表-2参照･舗装道路台帳システムに
は,以上のデータの他に1)所轄事務所,2)区間距離表の起点,3)同終点,4)区間長,5)初期舗装年









値が Zまで回復 したとしよう.さらに,初期年度より0年が経過 し,舗装の MCI値が Z(0)-zoに到達
した年度で再び修繕を実施するルールを考えよう.修繕直前の MCI値がzoであり,その時の修繕費を
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J(I;Z*)- ∑嘉 音子毒 + ＼-'(1+α)0(2',I)
C(I(i))β. F(Z*)






















































表6.5 平成 13年度舗装管理会計 (一部のみ抜粋)
区間コード 資産価額 MCⅠ値 MCⅠ管 標準維持 維持補修 不足維持 繰延維持 繰延不足
理水準 補修引当金繰入額 引当金繰入額 補修引当金繰入額 補修引当金 維持補修引当金
4186 2,805 4.6 4.6 128 128 0 2,805 0
4187 2,805 3.3 4.6 128 0 1,020 2,805 1,020
4188 2,805 3.1 4.6 128 0 0 2,805 1,020
4189 2,805 3.9 4.6 128 0 0 2,805 0
全区間 資産価額 MCⅠ値 MCⅠ管 標準維持 維持補修 不足維持 繰延維持 繰延不足
理水準 補修引当金繰入額 引当金繰入額 補修引当金繰入額 補修引当金 維持補修引当金











分 した結果が維持補修繰入金 として毎期計上される.計上された繰入金は,当該期に修繕を実施 しなけれ
ば,繰延維持補修引当金に組み入れられる.道路舗装の MCI値がMCI管理水準 Z*に到達 した時点で修繕
が実施され,MCI値は 〃CJ-9.0まで回復する.道路舗装の耐用年数を修繕が実施 されてからMCI値











ずれの方法を用いても,舗装の劣化が当初の予想通 り進展 し,前回修繕を実施 してから耐用年数が経過 し
た場合には,修繕に必要な再調達価額と同額の引当金が積み立てられていることになる･修繕を実施した
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圃 小松原昭則 :JH日本道路公団における舗装マネジメントシステム,アスファル ト,第41巻 198号,
1999.
















































l36]三重県県土整備部 :平成 12年度一般国道42号外 6線県単道路路面性状調査 (国道)業務委託報告書,
2000.

















































































































































正助教授の諸先生方,大本俊彦氏 (大本俊彦建設P.C),尾ノ井芳樹氏 (電源開発),越水一雄氏 (惰水建
読),石原完治氏 (日建設計シビル),森本浩之氏 (建設技術研究所),安田亨氏 (パシフィックC),中村-
樹氏 (応用地質),坂東弘氏 (J.C.F),貝戸清之氏 (BMC)をはじめとする勉強会の皆様には,毎回,様々
な観点から新しい知見をお聞かせくださると共に,筆者の研究に対し大変暖かい激励を数多く賜りました.
ここに厚く御礼申し上げます.また,このような貴重な機会を提供してくださいました,京都大学大学院
工学研究科の大西有三教授をはじめとする,勉強会を主催されます教授方に重ねて御礼申し上げます.
また,会計学研究会において経済会計情報について発表と議論をさせて頂いたことは,研究の枠組みを
形成し,方向付けを行 う上で大変貴重な機会でありました.名古屋工業大学大学院秀島栄三助教授,関西
大学工学部北詰恵一助教授,荒井俊之氏 (東京都)をはじめ,計画プロセス論研究室の大学院,学部学生諸
氏の参加メンバーの方々には,終始お世話になりました.ここに感謝申し上げます.これらの研究会での
議論は第2章をまとめる上で大変貴重な財産となりました.
そして､計画プロセス論研究室の諸兄には､本研究を取り纏める上で多大な御協力を頂きました.特に
大西正光助手には,研究会活動のほか,本論文作成にあたり極めて有意義な御助言と御協力を頂きました.
また秘書の藤本彩氏には大変お世話になりました.皆様に御礼申し上げます,
本研究に関する問題意識は,筆者が勤務する東海旅客鉄道において培ったものであります.現在筆者が
勤務する総合企画本部の上司や同僚からは,社会資本の意義 ･役割と適切なマネジメントのあり方につい
て,真筆な議論と実践を通じ日々教えて頂き.深く感謝をしております.
最後に,長年にわたり筆者の研究生活を支えてくれた,妻をはじめとする家族全員に心より感謝 します.
2005年 江尻 良
